第１６章　府民所得
概況　
　昭和57年度は、日本経済にとって自律回復の力が輸出の減少と高金利という外的要因によって制約された年であった。
　すなわち、アメリカ経済がレーガン政権の経済政策（通貨供給量の抑制、歳出削減と減税）の推進により景気後退期に入り、この経済政策によりもたらされた高金利は各国に伝播しヨーロッパ諸国やわが国の回復力の弱さとも相まって世界同時不況という状況が生じた。これにより、わが国の輸出は低下基調を続け、機械など輸出関連の加工型産業で在庫調整が行われ、これが更に素材型産業にも波及した。このため多くの産業で生産調整が行われ、57年度の鉱工業生産指数は対前年度比0.6パーセント減となった。
　またアメリカの高金利は、金利差を求めた国際的な資本移動を生み、為替市場でのドル高、円安をもたらし、わが国の金利は過去の金融緩和時に比し、高目にならざるをえず、景気回復に大きな制約となった。
　こうした中で、今年度わが国の国民総生産（総支出と同じ）は、内需を中心に名目で267兆351億円､対前年度増加率5.0パーセント増、実質（昭和50暦年価格基準）で205兆260億円、対前年度増加率（実質経済成長率）3.3パーセント増となり、実質では前年度と同様の伸びとなった。
　以上のような国内経済の動向のもと、昭和57年度大阪経済は、外需や民間設備投資の増勢鈍化により停滞気味に推移した。これを、府内総生産（総支出と同じ）でみると、名目で23兆3351億円、対前年度増加率は、4.1パーセント増（前年度5.8パーセント増）実質で16兆8606 億円、対前年度増加率2.8パーセント増（前年度4.1パーセント増）、名目、実質とも前年度を下回る伸びになるものと見込まれる。産業別にその内訳をみると、ウェイトの高い製造業では0.9パーセント増（総生産ベース）前年度の伸び（5.7パーセント増）を下回るものと見込まれ、また、卸・小売業は製造業の伸びの低下などから3.3パーセント増と低い伸びと見込まれるが、サービス業は、12.7パーセント増と前年度（6.1パーセント増）を上回る高い伸びになるものとみられる。これは、家計において、教養娯楽サービス、外食、交通などサービスに対する支出が増加したことや、企業において第二次産業で、情報関連産業など第三次産業からの中間投人が増大していることが主な要因とみられる。
府内総生産
　昭和57年度の府内総生産は、23兆3351億円となり、対前年度増加率は、4.1パーセント増と前年度の伸び（5.8パーセント増）を下回るものと見込まれる。
　その内容をみてみると、内外需が停滞気味に推移したことから、大阪産業において重要な地位を占める製造業、卸･小売業が停滞色の濃いものとなったほか、建設業についても低水準で推移したものと見込まれる。他方、近年、成長の著しいサービス業は、サービス支出の増大や経済のソフト化の進展を背景に好調に推移した。又、預金コストの大巾な低下により、金融業も堅調に推移したものと見込まれる。このように57年度の大阪経済は、日本及び世界経済の動きの中で、産業別、業種別に複雑な動きを示した。
府民分配所得
　昭和57年度府民分配所得は18兆6285億円、対前年度増加率は4.1パーセント増と前年度の伸び（4.7パーセント増）を下回るものと見込まれる。これは約６割のウエイトを占める雇用者所得が前年度並みの伸びにとどまったこと、また円安にもかかわらず輸出が不振であったため依然として企業所得がマイナスの伸びになったためである。その結果府民一人あたり分配所得は、218.0万円（対前年度増加率3.7パーセント増）になるものと見込まれる。
府内総支出
　昭和57年度の府内総支出は、名目で23兆3351億円、対前年度増加率は4.1パーセント増となり、実質では16兆8606億円、対前年度増加率は2.8パーセント増となり、前年度の伸び（名目5.8パーセント増、実質4.1パーセント増）を下回るものと見込まれる。
　これは対外的には、世界的不況と貿易摩擦による輸出不振などから、前年度大阪経済を支えた純移出が実質5.8パーセント増（以下実質ベース）となり、前年度の伸び（14.5パーセント増）を大幅に下回り、また、対内的には民間住宅投資（5.3 パーセント減）、民間設備投資（1.2パーセント増）が低調であったこと、在庫投資が36.3パーセント減と前年度（33.4パーセント減）に引き続き大幅な減少となったためである。
　しかし、消費者物価が極めて安定的に推移する中で、実質可処分所得が4.5パーセント増となり、その結果、総支出の約５割を占める民間最終消費支出は、4.1パーセント増と前年度（0.2パーセント増）に比べ堅調に推移し、景気を下支えすることとなった。
